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カーエレクトロニクス事業の強化に向けた日本ビクターの光ピックアップ事業の 
J&K カーエレクトロニクスへの統合に関するお知らせ 

 
 
当社は、吸収分割（以下「本吸収分割」）により、本年 11 月 1 日付で当社の子会社である日本ビクター株式

会社（以下「ビクター」）の車載 AV 機器用の光ピックアップおよび光学関連部品事業（以下「光ピックアップ

事業」）を当社の子会社でカーエレクトロニクス事業を手がける J&K カーエレクトロニクスに継承させ、デバ

イスから完成品まで車載 AV 機器（カーエレクトロニクス）に関する事業運営を J&K カーエレクトロニクスに

一本化することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 
 

1. 本吸収分割の目的 

JVC ケンウッドグループは、ビクターと株式会社ケンウッド（以下「ケンウッド」）の共通事業であり、大き

な統合効果が期待できるカーエレクトロニクス事業をグループ全体の収益基盤、成長事業と位置づけ、ビクタ

ーとケンウッドの共同出資会社である J&K カーエレクトロニクスに、カーオーディオやカーナビゲーションシ

ステムなどのカーエレクトロニクスに関する両社の開発・生産、商品企画・マーケティングの各機能を統合し、

統合効果の早期最大化に向けた取り組みを推進しています。 
その成果として、市販分野では両社のブランドを合わせたマーケットシェアが欧米トップになるなど、主要

地域でカーオーディオやカーナビゲーションシステムのプレゼンスが高まっています。また、OEM 分野では、

車載 AV 機器用の CD／DVD メカニズムの受注が大きく拡大しており、今年度の出荷台数は 3 事業年度前の 10
倍以上となる 400 万台を超える見込みです。 
 
この度、このカーエレクトロニクス事業の一層の強化策として、ビクターの車載 AV 機器用の光ピックアッ

プ事業を J&K カーエレクトロニクスに移管し、J&K カーエレクトロニクスの光ピックアップ事業と統合する

ことにより、カーオーディオやカーナビゲーションシステムなどの完成品に続いて車載 AV 機器用デバイスに

ついても実質的に事業運営を一本化し、事業運営の効率化、スピードアップをはかります。 
また、これまでビクターの光ピックアップ事業部門（子会社を含む）が担っていた営業活動を、本吸収分割

により、J&K カーエレクトロニクスの子会社となる株式会社 J&K オプティカルコンポーネント（以下「J&K
オプティカルコンポーネント」）に一元化し、顧客への対応力の向上、スピードアップをはかります。 
さらに、本吸収分割により、J&K カーエレクトロニクスが開発、生産を手がける CD／DVD 用光ピックアッ

プは、ケンウッド、ビクター両社のブランドによるカーオーディオ、カーナビゲーションシステムなど自社向

けと外販向けを合わせて 4 千万台規模となり、規模の拡大と販路の共有による一層の販売拡大が期待できます。 
 
なお、CD／DVD ドライブメカニズム事業については、すでに J&K カーエレクトロニクス事業が一元的に手

がけており、本吸収分割にともなう影響はありません。 
 

2. 本吸収分割の概要 

本吸収分割により、ビクターは、本年 11 月 1 日付で光ピックアップ事業のうち販売・品質保証に係る事業に

関する権利義務の一部を J&K カーエレクトロニクスの子会社となる J&K オプティカルコンポーネントに継承

させます。また、販売・品質保証に係る事業を除く光ピックアップ事業に関する権利義務の一部（生産・納品

など）を J&K カーエレクトロニクスに承継させます。 
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ビクターは会社法第 784 条第 3 項に基づき株主総会の承認決議を経ずに本吸収分割を行うことを予定してお

ります。 
 
光ピックアップ事業に関する主な機能分担 

主な業務 現在 本年 11 月 1 日以降 

販売・品質保証 ビクター J&K オプティカルコンポーネント 

生産・納品など ビクター J&K カーエレクトロニクス 

なお、光ピックアップの開発・生産管理については、現在 J&K カーエレクトロニクスが行っており、本年

11 月 1 日以降も変更はありません。 
 

3. 今後の見通し 

本吸収分割が実行された場合、J&K カーエレクトロニクスに統合された光ピックアップ事業が、顧客への対

応力の向上と当社グループのカーエレクトロニクス事業の利益ある成長に寄与するものと期待しております。

当社グループの連結業績への影響については、現時点で確定することができませんので、今後必要に応じてお

知らせいたします。 
 

以 上 


